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１、はじめに
ケースに学ぶ経営学を読んで、様々なテーマがありましたが、その中でも携帯電話業界で世界ナンバーワンのシェアを誇るノキアについて書かれている章に興味がわきました。

今や生活に欠かすことのできない物である携帯電話について調べていくうちに、日本と韓国の携帯電話端末メーカーがかつて同じ境遇であったことが分かりました。それが、今となってはこのグラフからもわかるように、韓国のサムソンモバイルやLGは世界トップクラスのシェアを誇っています。一方、日本の携帯メーカーは国内にとどまっている状態で、NECやシャープ、パナソニックなどといった純日本勢は，もはや世界シェアの統計に社名すら出てきません。グラフのその他の中に日本の企業が含まれます。日本市場は約5千万台で5％にも満たない、各社ともわずか0.5～1.5％程度のシェアです。

一昔前まで同じような市場構造だった日本と韓国になぜこのような差が生まれてしまったのでしょうか。そして、この同じ境遇にあった両国に対し、「韓国は成功し、日本は失敗した」とよくいわれていますが、実際、海外でシェアを伸ばすことが成功で、シェアを伸ばすことができない事、つまり日本携帯端末メーカーが国内にとどまり自国の端末を海外市場に普及させることができなかった事が失敗といえるのでしょうか？

いまから、この点について考察していきたいと思います
世界市場における携帯電話メーカーのシェア
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２、日本と韓国の携帯電話市場
日本と韓国は世界最高レベルのブロードバンド・インフラを持つ点、携帯電話市場はほぼ三社の通信キャリアで占められている点、携帯電話の通信方式で世界標準の「GSM」を採用しなかった点で共通しています。
GSM

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/2008%E5%B9%B4" \t "_parent" とは

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/2008%E5%B9%B4" \t "_parent" 2008

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/2008%E5%B9%B4" \t "_parent" 年現在、全ての通信方式の中で最も使われており、世界の携帯電話端末市場の82%はGSM方式で、世界の212ヵ国で約20億人が利用しています。

このように、非常に共通点の多い両国ですが、なぜ現状がここまで大きく変わってしまったのでしょうか。その原因は両国の市場構造の違いにあります。

３、韓国の携帯電話市場
韓国市場において携帯電話を開発し、利用者の手に渡り、回線を契約するまでの流れは、
まず端末メーカーが通信キャリアに干渉されることなく、端末の開発を行い、端末メーカーはそのメーカーの直営店や大手家電量販店で端末を端末メーカーが決めた値段で利用者に販売します。そして、携帯を購入した利用者は、自分の好みの料金プランを提供しているキャリアを選び、そこに購入した携帯電話を持ち込み、回線契約をする、という流れになっています。

韓国では通信キャリアによるサービスの競争と，端末メーカーによる端末市場での競争がそれぞれ独立して存在している水平分業型です。そのため、端末メーカーが自由に戦略を策定でき、端末メーカーの国際競争力が培われました。

４、日本の携帯電話市場
日本の携帯電話市場は、１９９２年からNTTドコモより個人向けデジタル携帯電話サービスが発足されて以来、NTTドコモら通信キャリアを中心とした垂直統合という市場構造を保っています。

まず日本の携帯電話市場における垂直統合ですが、日本の携帯電話市場における垂直統合は、販買機能・市場管理の強化などを狙って、自社事業領域の下流方向（販売側）へ展開する川下統合に分類されます。支配層はNTTドコモをはじめとする通信キャリアであり、通信キャリアは端末メーカーの開発から販売までの工程において主導権を握り、コントロールしています。

 　続いて携帯電話が利用者の手に渡るまでですが、通信キャリアは端末メーカーに端末仕様を提示し、メーカーとの共同開発を行います。開発された端末をメーカーより通信キャリアが買い取り、販売代理店に端末卸売を行い、代理店より利用者に供給されます。この時同時に通信キャリアとの回線契約も行われます。このような流れで、キャリアを中心とした市場が展開されています。

５、日韓の市場構造の違い
これまでに両国の市場構造を見て頂きました。この中でも決定的な違いは、日本は通信キャリアと端末メーカーが支配的な関係にある垂直統合で、一方韓国は通信キャリアと端末メーカーが独立した水平分業になっています。その結果として、日本の端末メーカーは国際化しにくく、一方韓国はしやすい状況になっています。それでは、なぜ日本は国際化しにくい、垂直統合を選んだのでしょうか。
６、国内携帯電話市場における垂直統合のメリット
垂直統合的な産業構造は、日本の産業界の典型的な成長パターンと言えます。この成長モデルにより戦後の高度成長が果たされました。垂直統合的な産業構造がもつ最大のメリットは、産業内すべての企業の成長の方向や将来的なビジョンが共有されるため、無駄な時間やコストが省かれ短期間での市場の急成長を可能とするところです。
移動通信産業も、このモデルにより発展を遂げてきました。垂直統合的な産業構造の中で、NTTドコモは産業のリーダーの役割を果たしてきました。高い研究開発能力を駆使し、メーカーやコンテンツ・プロバイダなど産業内の様々な補完的立場にある企業にイノベーションを促してきたのです。

垂直統合による成功を示す典型的な例は、iモードです。iモードは，世界で初めてモバイルとインターネットをつないだ本格的なアプリケーションです。先進的であるiモードを実現するにあたっては、高いハードルが横たわっていました。まず技術的なハードルは、NTTドコモと携帯端末メーカーが一体となり短期間で解決しました。それでもなお、利用者数が一定のレベルに達しなければ技術が市場で普及せずに衰退してしまうので、それを乗り越えるために、iモードはより多くの利用者の獲得に向けて、豊富なコンテンツを提供しなければなりませんでした。 

これに対してNTTドコモは、1999年2月のサービス開始時、なんと67社のコンテンツ提供を取り付けました。それも、各業界のリーディング・カンパニーを取り込んだのです。 

つまり、iモードの成功には、メーカーやコンテンツ・プロバイダなど100社にも上る企業の共同作業があったのです。このような大規模な企業間の協調を短期間で実現できたのは、通信事業者を中心とする垂直統合的な産業構造のおかげです。
現に国内市場は急成長し、他国では考えられないほどに高品質の携帯端末が日本国内で普及しました。

７、販売奨励金
しかし、なぜ海外市場において過剰品質ともいわれる日本の端末が国内では広く普及したかという問題があります。これは、「販売奨励金」というものの存在によるものです。販売奨励金は通信キャリアより販売代理店が端末を一台販売するたびに４万円程度支給されます。販売代理店は販売奨励金を念頭に入れた上で、利用者が求めやすい値段に端末を値下げして販売することができます。販売奨励金の源泉となるのは利用者の通信料であり、端末の買い替え周期を二年としたときにそのすべてを回収できる仕組みとなっているため、表面上の端末価格の値下げが可能になります。
こういった販売奨励金の仕組みは、国内の端末の普及に大きく影響を与えました。現在の端末価格が急騰したのはこの販売奨励金が一部廃止されたからです。

８、 SIMロック
通信キャリアは自社端末の販売奨励金を確実に利用者から回収するため、ＳＩＭロックにより通信キャリアの選択・変更を規制しています。SIMロックとは、SIMカードに対応した携帯電話端末で、特定の キャリアのSIMカードしか利用できないようにかけられている制限のことです。携帯電話が特定のSIMカードのみ使える、あるいは使えない状態になっていることを「SIMロックされている」と言います。例えば、auの携帯端末にドコモのSIMカード、通称ＦＯＭＡカードを入れることはできず、FOMAカードは、ドコモの携帯端末にしか使用することはできません。ほかのキャリアも同様です。他にもＳＩＭロックは海外機種の参入を妨害する性格も持っているといえます。 
９、国内携帯電話市場における垂直統合のデメリット
日本独特の市場構造の下で、日本の端末メーカーは端末の設計やソフトの開発、部品生産、さらには端末の組み立てに特化する一方で、商品企画やマーケティング、販売については通信キャリアに依存してきました。部品やソフトの開発は、日本の端末メーカーの技術開発力を大きく高めた反面、通信キャリアの指示に基づいて開発を進めてきたために、当然ながらコスト競争力は低下しました。
そのうえ、携帯端末メーカー自らが顧客ニーズを読み取り、商品を企画した上で、マーケティング活動を通じて消費者に販売しなければならない海外市場において、こうした能力を国内でほとんど蓄積してこなかった日本の端末メーカーが、ノキアやサムスンなど海外の端末メーカーを相手にシェアを伸ばすことは非常に困難です。

このように、日本の端末メーカーは海外とは全く異質な、垂直統合型という国内市場に適応した結果、技術の開発力は向上したものの、その強みを海外で活かせず、また、国内市場で商品企画力や低コスト開発、マーケティングや販売能力の蓄積が阻害された結果、海外市場では韓国の端末メーカーと比較して、非常に不利な状況に置かれました。

その結果、日本の端末メーカーの高い技術力によって作られた高品質な携帯端末は、海外市場で売り上げを伸ばすことはできませんでした。

１０、まとめ
日本の端末メーカーは海外市場において、自国の端末を普及させることはできませんでしたが、果たしてこのことが、日本携帯端末メーカーの失敗と言えるのでしょうか。わたしたちはそうは考えません。日本の携帯端末メーカーは垂直統合という市場構造において海外への進出には成功していませんが、海外の端末メーカーも同様に日本への本格的な進出を果たせていません。つまり互いに同じ土俵にすら立てていないため、自国の端末を海外市場に普及できなかったことが必ずしも失敗とはいえないと考えます。
１１、展望
今、日本携帯電話市場は飽和状態の進行に伴い、構造改革の転換期に来ています。具体的には、SIMロックの解除や販売奨励金の廃止が進められています。これは、垂直統合構造の崩壊を意味し、今後国内市場はオープン化し国内、海外メーカー間の競争が展開されると考えます。日本の携帯端末メーカーがこの状況に立たされた時、苦戦を強いられるのは間違いないでしょう。オープン化された市場において「海外メーカーの日本参入により国内端末シェアが奪われたときこそ日本携帯端末メーカーの真の失敗である」と私達は考えます。
１２、参考文献
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